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Ａ．研究目的 

 厚生労働省は、風しんの追加的対策として、抗体保

有率が低い昭和 37 年４月２日～昭和 54 年４月１日

生の男性を予防接種法に基づく定期接種の対象とし、

原則無料で風しん抗体検査及び陰性者への定期接種

を実施したが、当初目標を大きく下回った。令和 3

年 12 月 17 日に本事業の 2024 年度末までの延長が

承認されたことを受け、本事業の効果的実施により

風しんの予防接種を促進することを目的として、本

研究班においては予防接種促進に関する行動経済学

的研究を実施する。本研究では、風疹抗体検査・ワ

クチン・クーポンの配布対象世代に対するどのよう

な働きかけが検査、ワクチン接種実績の上昇に結び

つくか、行動経済学的に検討し、より効果的な普及

啓発の実施方法を明らかにすることを目的とする。

ナッジ（損失の強調、人々の利他性の喚起、社会規

範の強調、コミットメントの使用等、社会的に望ま

しい行動を促進する仕組み）の活用により、抗体検

査・ワクチン接種促進にどのようなメッセージが有

効かを行動経済学的に明らかにし、効果的なメッセ

ージを開発する。研究成果を元に、ポスター、リー

フレット、啓発動画を作成し、ホームページで公開

する。また、自治体からクーポン送付の際にリーフ

レットの活用を促す。さらに、企業での抗体検査の

促進のためにポスターや動画について協力企業で効

果検証を行う。  

 

Ｂ．研究方法 

（自治体フィールド実験） 

  自治体向けに行動経済学を活用した抗体検査受検

勧奨のポスター・リーフレット・動画を作成した。

開発したリーフレットと従来のリーフレットで抗体

検査受検率が異なるかを京都市でランダム化比較試

験を行った。 

 介入内容は、クーポンを送付する際に、介入群で

は封筒に、「４４歳〜６１歳男性の皆様へ：風しんの

抗体を持っていると思い込んでいませんか？」とい

うメッセージを印刷し、封筒の開封を促している(図

１)。また、介入群では、2022 年度に開発したリーフ

レットを従来の抗体検査の説明文に加えて封入した

（図２）。 

 

風疹抗体保有率が低い昭和 37 年４月２日～昭和 54 年４月１日生の男性中高年

男性に抗体検査・予防接種の無料クーポンが自治体から配布される事業が 2019 年

度から 2024 年度まで行われている。クーポンの利用率を引き上げるための行動経

済学的なメッセージの開発とその効果検証を行った。医学的情報を利他的損失フ

レームで伝えることが効果的であることを見出し、その知見を活用したリーフレ

ット・ポスター・動画を作成し広報した。自治体でリーフレットを実際に送付して

効果検証を行い、統計的に優位に抗体検査の受検率を引き上げたことを確認した。 
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対象者は、京都市のクーポン未利用者であり、ク

ーポン配布数は 123,330 人である。ランダム化は、

区ごとに送付番号の奇数と偶数で行った。送付は、

2023 年 4 月である。 

 

(ポスターのオンライン調査による効果検証) 

 2022 年度に作成したポスター（京都市でのフィ

ールド実験に用いたもの）に加えて、動画広告で公

表だった結婚式編とオフィス編を漫画形式のポスタ

ー・リーフレットとして作成した。これらのポスタ

ーが抗体検査の受検意欲・受検行動に与える影響を

オンライン介入実験によって行った。オンライン調

査会社に委託して、クーポン対象世代で抗体検査未

受検の人に、ポスターを見せない統制群（約 2,000

名）、2022 年度に作成したポスター（デフォル

ト）、結婚式編をもとに作成したポスター（結婚

式）、オフィス編をもとに作成したポスター（オフ

ィス）のいずれかを提示した３つの介入群（何も約

2,000 名）を設けて、抗体検査の受検意欲と抗体検

査受検行動を調査した。第一回目の調査（2024 年

１月 26 日〜29 日）では、非介入群、３つの介入の

後に、風疹抗体検査の受検意欲を質問した。２回目

の調査（2024 年 3 月 19 日〜26 日）で抗体検査受

検の有無について調査した。 

 

 

（啓発動画の作成と広報）  

 2022 年度に作成した風疹抗体検査受診勧奨の 15

秒版の動画を毎月 24 日前後の週に広告として掲載

し広報を行った。 

 

 「毎月２４日は風疹の日」というテーマで啓発動

画を３本作成し、2023 年６月、８月、１１月に公

開した。また、2024 年２月４日に、「健康経営の第

一歩！会社で風疹抗体検査」という企業向けの動画

を公開した。 



3 
 

（企業での風疹抗体検査実施） 

2023 年 7 月に研究協力企業で、制作したポスタ

ー・動画を活用して企業内での抗体検査を実施して

もらい、その効果検証をした。 

 

（風疹の日のイベント動画） 

2024 年２月４日に、「健康経営の第一歩！会社で

風疹抗体検査」という企業向けの動画を公開した。 

 

（ショート動画の作成） 

 風疹の抗体検査について、さまざまなタイプの人

に話題にしてもらって、抗体検査の受検につなげる

ために、３０秒ほどのショート動画を６本作成し

た。４本は夫婦、父と娘、上司と部下、父と母とい

う出演者がユーモラスな会話をすることを通じて、

行動経済学の目標勾配効果、利他性、締切効果、利

得強調、損失強調などを活用したメッセージで風疹

抗体検査の受検を促進するものとなっている。 

 

（風疹抗体検査ホームページの作成） 

 大阪大学感染症総合教育研究センターのホームペ

ージに風疹のサイトを作成した

(https://www2.cider.osaka-

u.ac.jp/rubella/index.html)。また、このサイト内

に、抗体検査・ワクチン接種対応医療機関の検索機

能を持たせ、その情報更新を毎月行った。 

 

 

 

 

（倫理面への配慮） 

京都市でのフィールド介入研究と風疹ポスターのオ

ンライン介入研究は、それぞれ大阪大学感染症総合
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教育研究拠点及び京都大学経済研究所、大阪大学大

学院経済学研究科の倫理委員会の承認を受けている

（承認番号 2022CRER0316, 2022KIER0316, 

R60116）。 

 

Ｃ．研究結果 

（自治体フィールド実験） 

 京都市からの最終データは 2024 年 6 月以降に届く

ため、2024 年 4 月から 8 月のデータでの分析結果を

示す。ナッジ介入群の抗体検査受検率は 2.40%,統制

群の受検率は 2.24%であり、受検率の差分は約

0.16%で 10%水準で統計的に有意であった（P 値は

0.067）。 

 

(ポスターのオンライン調査による効果検証) 

 ポスターのオンライン調査は、統制群が 2,162

名、デフォルトポスター群が 2,168 名、結婚式ポス

ター群が 2,188 名、オフィスポスター群が 2,199 名

の観測数であった。抗体検査を受ける意欲について

は、いずれの介入群もポスター提示なしの統制群に

比べて、10%ポイントから７％ポイント統計的に有

意に引き上げた。ただし、効果が最も大きかったの

は、2022 年度に作成したデフォルトタイプのポス

ターであった。動画で人気のあったものを漫画化し

たポスターの効果はデフォルトのものよりも小さい

効果であった。これは、スマホでの表示が小さくな

ったため、情報が読み取れなかった影響による可能

性がある。 

 第２回目調査による実際の抗体検査受検率は、

4.6%から 5.4%の間で、統計的には有意な差がなかっ

た。しかし、デフォルトタイプの受検率が一番高い

ことは、受検意欲の動きと同じである。 

 

（啓発動画の作成と広報）  

毎月 24 日を含む週に、抗体検査受検勧奨の動画を

SNS 広告として流し、360 万回以上視聴された。広

告対象 SNS として、当初 Youtube, Instagram, 
TikTok を用いたが、費用対効果が最も大きな

Youtube に絞った。 
「毎月２４日は風疹の日」というテーマで啓発動画

を３本作成し、2023 年６月、８月、１１月に公開し

た。合計で 20 万回以上の視聴があった。 

 

（企業での風疹抗体検査実施） 

 協力企業で、本研究で作成したポスター・動画を

社会で活用し、社内で抗体検査を 2023 年７月に実

施してもらった。対象者が約 1,000 人の中から

30％の社員が抗体検査を受検した。短期間で、これ

だけ多くの社員が受検したのは、社内で受検できる

という手軽さと社内での広報の効果だと考えられ

る。 

 

（風疹の日のイベント動画） 

2024 年２月４日に、「健康経営の第一歩！会社で風

疹抗体検査」という企業向けの動画を公開した。こ

の動画は 15 万回視聴された。 

 

（ショート動画の作成） 

 2024 年度向けのショート動画を作成し公開した。 

 

Ｄ．考察 

 自治体でのフィールド実験の結果、ナッジ介入で

抗体検査受検率を統計的に有意に引き上げた。行動
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経済学の知見をもとに作成した動画は、視聴率が高

く単価は比較的安く多くの人に情報を届けることが

できた。一方で、開発した資材を活用して企業で抗

体検査受検を促すことで非常に大きな行動変容を引

き起こすことができた。 

 

Ｅ．結論 

 風疹抗体検査受検の促進にナッジを活用した行動

変容は効果的である。しかし、自治体の通知文での

介入でも効果の絶対量はあまり大きくない。資材を

活用して企業単位で取り組むことが、最も効果的で

ある。抗体検査受検・ワクチン接種の促進のために

は、企業など職域での取り組みと行動経済学的知見

を組み合わせることが効果的である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 「特になし」 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

Hiroki Kato, Shusaku Sasaki, Fumio 

Ohtake, ”Mailing Vouchers: A Regression 

Discontinuity Analysis on Rubella Antibody 

Testing and Vaccination,” Center for Infectious 

Disease Education and Research, Discussion 

Paper DP004, Oct. 2022. 

Hiroki Kato, Shusaku Sasaki, Fumio Ohtake, 

“Adding Nudge-based Reminders to Monetary 

Incentives for Promoting Rubella Antibody 

Testing and Vaccination,” Center for Infectious 

Disease Education and Research, Discussion 

Paper DP003, Oct. 2022. 

 

 2.  学会発表 

 「特になし」 

 

 3. 使用した動画 

 風しんの抗体検査受検・ワクチン接種 勧奨プロ

ジェクト 

https://youtu.be/dy6gLhUpJfg, 

https://youtu.be/Qp6y3_9np8g 

2 月４日は風疹の日 

https://youtu.be/MB3wEJxQtBs  

第 1 回毎月 24 日は風疹の日 

https://youtu.be/TB18kazjzM0 

第 2 回毎月 24 日は風疹の日 

https://youtu.be/BXEBFwU1D6I 

第３回毎月 24 日は風疹の日 

https://youtu.be/BXEBFwU1D6I 

 

ショート動画 

「父と母とポチ編」 

https://youtube.com/shorts/yjfHbfuueZw 

「夫と妻編」 

https://youtube.com/shorts/YR4qsukH_B4 

「ラップ編２」 

https://youtube.com/shorts/BKFnjuC6dvA 

「ラップ編１」 

https://youtube.com/shorts/x_oZXqWVjiY 

「父と娘編」 

https://youtube.com/shorts/rUjXEsautkE 

「上司と部下編」 

https://youtube.com/shorts/oTRE0G7QLUs 

「オフィス編」 

https://youtube.com/shorts/u5VLZZPbgy8 

「結婚式編」 

https://youtube.com/shorts/tMXu3yV6bZU 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

 2. 実用新案登録 

 3. その他 

 「特になし」 
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別紙５  
 

 
令和５年３月３１日 

厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 国立大学法人大阪大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 経済学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名   開本 浩矢       
 

   次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                          

２．研究課題名  風しん抗体検査・予防接種促進に関する行動経済学的研究                   

３．研究者名  （所属部署・職名） 大阪大学大学院経済学研究科・特任教授（常勤）                                 

    （氏名・フリガナ）   大竹 文雄・オオタケ フミオ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
 


